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論 文 内 容 の 要 旨 
1990 年代初頭のバブル崩壊以降、日本企業における若年者の早期離職は増加傾向を示し、若
干の変動はあるものの現在も高い水準で推移している。このため、いわゆる「七五三現  象」と
して産業界や教育界において問題視されてきた。従業員の離職は、短期的に別の従業  員の採
用・配置転換や教育訓練、生産性の低下等に係るコストを増大させ、長期的にも長 期勤続者が
保有する組織特有の知識・技能やノウハウの喪失をもたらすなど、多くの損失 を組織に与える
とされている。また、生産性向上や競争力強化に資するものとして企業特 殊的技能の習得、お
よびこれを促す重要な仕組みとして日本的雇用慣行が指摘されており、こうした面からも解決が
図られるべき問題とされる。 
一方、労働経済学における研究成果によれば、好況期には企業の求人が増加し、さらに、離
職された企業においても欠員補充の求人が出るという「欠員の連鎖反応」が生じるため、好条
件の仕事にめぐり合う機会が拡大し、結果として離・転職が増加するとされている。しかし、
若年者の早期離職問題はバブル崩壊以降の「失われた 10 年（20 年）」といわれる景気低迷
期に発生しており、一般法則と異なる、わが国特有または若年者特有の要因が影響している可
能性も考えられる。 
このような問題意識のもと、本研究では、日本企業における若年者早期離職の増加要因を明
 らかにすることを目的とする。なお、要因解明にあたり、本研究では従業員の「組織コミット
メント」に着目する。組織コミットメントとは、個人の組織に対する帰属意識を表す概念であ
り、離職行動や労働生産性を説明するものとされている。したがって、従業員の離職防止・抑
制のためには、組織コミットメントを望ましい状態に保持しておくことが重要であり、組織コ
ミットメント・マネジメントは企業において必須の課題といえる。 
 
若年者の早期離職に関わる先行研究を概観したところ、それらはその要因とするものにより、
「若年者個人の変化を要因とする研究」と「環境変化を要因とする研究」に大別され、後者は、
外部環境（社会）の変化を要因とするものと内部環境（企業）の変化を要因とするものに分類
された。 
また、これらの研究の現在の状況を振り返ると、環境変化のうち外部環境の変化を要因とす
る研究については、政府統計や各種アンケート調査によりほぼ相違ない結論が得られており、
これ以上の研究の余地および意義は小さいものと推察された。他方、内部環境の変化に着目し
た研究については、「貢献」に関わる研究では各種調査において労働の量的・質的な変化（悪
化）による影響が検証されていたが、「誘因」に関連する研究では賃金プロファイルのフラッ
ト化等は確認されたものの、これらの変化が早期離職を誘発したかについての検証はなされて
おらず、単なる見解の提示や可能性の示唆に留まっている状況であった。しかし、若年者の早
期離職が増加した時期および日本的雇用システムの変容が指摘され始めた時期については、双
方ともバブル崩壊後ということで一致しており、企業における雇用システムの変容が早期離職
増加に影響を与えた可能性も考えられる。 
一方、若年者個人の変化に関わる部分として、近年の若年者における「キャリア形成への意
識の高さ」や「自己成長への意欲」等の特徴が各種調査結果により示されており、こうした若
年者の意識変化が早期離職増加と関連していることも考えられる。 
以上を踏まえ、本研究では、「企業の雇用システムと早期離職の関係」および「若年者のキ
ャリア意識と早期離職の関係」に着目のうえ検討を進めることとする。 
 
本研究の第Ⅱ部において実証的研究を行っており、まず各章において明らかにされた事柄に
ついて整理する。 
第５章第１節では、「日本的雇用システムと組織コミットメントの関係性検証」と題して、
所属企業で採用されている雇用システムと従業員の組織コミットメントとの関係性の検証を行
った。結果として、雇用システムの違い（終身雇用・年功賃金の有無）により組織コミットメ
ントの状況に差異が見られ、終身雇用・年功賃金の双方が維持されている場合に組織コミット
メントが有意に高くなることが確認された。また、終身雇用と年功賃金による交互作用も示さ
れ、終身雇用が維持されている場合にのみ、年功賃金有無による影響が生じることが明らかに
された。 
続く第２節では、日本的雇用システムから組織コミットメントへの影響プロセスについて検
 証した。その結果、日本的雇用システムは、従業員における「企業意図の解釈（組織サポート
知覚）」を介して組織コミットメントに影響を及ぼすことが確認され、さらに、当該解釈によ
る（組織コミットメントへの）直接効果と、雇用システムに対する評価を媒介した間接効果の
双方が存在することも明らかにされた。 
第６章では、「若年者のキャリア意識と組織コミットメントの関係性」として、若年者のキ
ャリア意識に着目した上で、汎用的知識・スキルの習得可能性と組織コミットメントの関係に
ついて検証を行った。その結果、汎用的知識・スキルの習得可能性の違いにより組織コミット
メントの状況に明確な差異が見られ、習得可能性が高く（低く）なればなるほど組織コミット
メントも高く（低く）なることが確認された。また、汎用的知識・スキルを習得できると認識
する若年者においては、消極的・損得勘定的な意識からではなく「その企業に居続けたい」と
いう積極的な意識により、現企業への帰属を継続していることが明らかにされた。 
 
以上の結果を踏まえ、本研究の目的であった「若年者早期離職の増加要因」についての整理
を行う。まず、雇用システムの観点からは、所属企業における雇用システムが日本的なもので
あるほど、組織サポート知覚が高く、組織コミットメントが高まることが確認された。これは、
日本的雇用システムを採用する企業とそうでない企業が存在する場合、前者に所属する従業員
の組織コミットメントは高く、後者に所属する従業員の組織コミットメントは相対的に低いと
いうことを意味している。すなわち、（雇用システムがバブル崩壊以降に変容したことを踏ま
えると）日本的雇用システムを採用する企業が減少したことにより、「企業が支援的・配慮的
である」と認識する従業員が減少し、同時に組織コミットメントが低位に留まる従業員が増え、
早期離職の増加が引き起こされたと解釈することができる。 
次に、若年者のキャリア意識の観点からは、汎用的知識・スキルの習得可能性と組織コミッ
トメントとの間に、極めて明確な正の関係が確認された。これは、汎用的知識・スキルの習得
欲求が満たされると組織コミットメントが高まり、反対に満たされない場合は組織コミットメ
ントが低位に留まることを表すものと考えられる。他方、当該知識・スキルの習得欲求の高ま
りも示唆されており、これらより、当該欲求が満たされない従業員が以前より増えたことが、
組織コミットメントの低い従業員を増加させ、早期離職の増加を招いたと考えることができる。 
これらの結果より、本研究のインプリケーションとしては次のとおり整理される。まず、学
術的インプリケーションとしては、若年者における帰属意識の詳細化・明確化を図ったこと、
異なる雇用システム下における帰属意識の差異を検証したこと、離職に至るプロセスに関する
知見を深化させたこと、若年者のキャリア意識と離職との関係についての新たな知見を提供し
たことの４点が挙げられる。また、実務的インプリケーションとしては、企業における従業員
への支援的・配慮的態度の重要性を示したこと、汎用的知識・スキルの習得機会の整備により
若年者離職を抑制できることを示したことの２点が挙げられる。 
 
最後に本研究における限界と、これを踏まえた今後の課題について示す。ＨＲＭ施策の観点
 として、本研究では「日本的雇用システム」と組織コミットメントの関係性について検討する
こととし、日本的雇用システムの代表的な事項である「終身雇用」と「年功賃金」を取り上げ
た。しかし、早期離職や帰属意識に影響を与える要因としては、日本的雇用システムに位置づ
けられる他の事項（企業別組合、定期一括採用、定年退職制など）や、近年の雇用形態の多様
化、勤務形態の変化等も大いに考えられるところであり、これらの事柄も含めた更なる検討が
必要といえる。 
若年者のキャリア意識との関連については、本研究では、汎用的知識・スキル習得と組織コ
ミットメントの関係性についての検証を行い、汎用的知識・スキルを習得できることが組織コ
ミットメントを高めるという関係を確認した。しかしそこでは、当該関係が存在するという結
果は確認されたものの、「なぜ、汎用的知識・スキル習得への欲求が高まったのか」という部
分については、未だ明らかにされていない。日本的雇用システムの変容を受けた若年者意識の
議論では、「大企業でさえも、倒産というリスクがある」、「企業が健全でも、解雇され、失
業するリスクがある」ことが若年者に認知され、また、これを受けて若年者の間に「もう会社
に頼れない」、「自分の力で生きていく」、「若いうちに成長しなければならない」との意識
が広がったと指摘されていた。これらを踏まえると、こうした危機感や成長意欲によって、若
年者は汎用的知識・スキルの習得を求めるようになり、それゆえ、当該欲求を満たしてくれる
企業に対してより強い帰属意識を抱くようになったと考えることもできる。若年者における早
期離職の要因解明およびその問題解決に向けては、こうした面からの検討も必要であり、今後
の更なる研究が求められるところである。 
 
 
論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 
本論文は、最近の日本企業における若年社員の早期離職の増加問題について、離職と密接に関
係する組織コミットメントの変化を定量的に調査し統計的に分析することによって、その増加要因を明
らかにしたものである。論文全体の構成は、先行研究のレビューと実証研究の二部構成になってい
る。 
第Ⅰ部では、若年者の早期離職、そして離職と組織コミットメントとの関係に関する丹念な先行研究
のレビューによって、これまでの研究が社会的な環境変化と若年者の意識の変化に集約されることを
踏まえて、本研究の方向性が述べられている。 
第Ⅱ部では、日本的雇用システムと若年者のキャリア意識の変容に関する先行研究を踏まえて、早
期離職に直結する組織コミットメントの変化に関する仮説が設定され、日本的雇用システムおよび若
年者のキャリア意識と組織コミットメントとの関係について、独自の定量調査に基づく多変量統計解析
によって検証されている。 
その結果、長期雇用慣行と年功賃金制度を中心とする日本的雇用システムが健在であるほど組織
 コミットメントは高く、逆の場合は「企業が支援的・配慮的である」という認識が低下して組織コミットメン
トが低下することによって早期離職が増加する可能性が高まる。また、若年者のキャリア意識に関して、
汎用的知識・スキルの習得可能性が高いと認識されるほど組織コミットメントは高まるが、逆の場合は
組織コミットメントが低下し早期離職を引き起こす可能性が高まることなどが明らかにされた。最終的に
は、こうした早期離職の新たな要因やメカニズムの知見を踏まえて、早期離職の抑制に関する提言に
言及されている。 
以上の研究は、今日の若年者の早期離職に関して実証的にその要因やメカニズムを明らかにした
という学問的な意義だけでなく、日本企業は何をすべきなのかという具体的なインプリケーションを提
示したことの社会的な意義も小さくないと考えられる。したがって、博士（経営学）の学位請求論文とし
ての審査は合格である。 
